
 

２．第１回まちづくり市民講座・政策調査研究会 
 
月日／会場  04年 9月 11日（土） 総合会館 ７階第１研修室 
 
四日市周辺の海辺視察 いなばⅡで、吉崎海岸～コンビナート～高松海岸視察 
 
講演（宮本憲一氏） 

 「都市アメニティと海辺空間の再生」 
講演（上野達彦氏／三重大学副学長） 

 「三重大学の四日市学の取組みについて」 
報告（遠藤宏一氏／南山大学教授） 

 「政策調査研究会の今後の研究課題と進め方について」 
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１）講演（宮本憲一氏） 都市アメニティと海辺空間の再生 

 
１．国際水都会議（1991年、ヴェニス）のマンモス型開発批判 
 
カリフォルニア大学ベンダー教授は「都市はいずこで海岸と出会うや」という報告で、日

本や NYC のようなマンモス型開発を批判し、それにたいしてエスキモ犬型開発の例とし
て海浜近隣住区＝親水都市のサンフランシスコのミッション・ベイの開発を提唱した。こ

の会議の議長の一人であった私はこれを『都市をどう生きるかーアメニティへの招待』（小

学館ライブラリー）などで紹介し、政策転換をもとめたが、いまだに基本的な転換はおこ

っていない。 
 
２．イタリアのガラッソ法（景観保全法、1985年）と臨海部の再生 

 
海岸・島嶼の 300メーター以内の開発の禁止・景観保全 
自然再生と産業公・災害リスクの制御のラヴェンナ市石油コンビナート再生 
製鉄所・石油コンビナート衰退にともない観光・文化（科学館・劇場）教育研究施設・住

宅・公園・交通機関をセットにした再生計画をたてたナポリ市 
 
３．EUの Urban Regeneration (2003) 
 
この研究では主として素材供給型工業と古い港湾施設の都市の再生が検討されている。 
しかしすでに 1970 年代から、ヨーロッパやアメリカでは臨海部の再生が始まっており、
ボストン、サンフランシスコ、ニューヨークでは、大規模な産業構造の転換、商業・住宅

施設をふくむ都市改造に成功している。 
日本でも1980年代以降、小樽や長崎などで景観保全とあわせて再生事業がすすんでいる。 
 
４．市民のアメニティ観の確立と海とのつき合いの回復、都市の主人公としての活動がも

とめられる。 
 
（参考文献） 
Chris Couch and  Others eds.,Urban Regeneration,2003 
宮本憲一『都市をどう生きるか』（小学館ライブラリー、1995年） 
同『環境経済学』（岩波書店、1989年） 
同『都市政策の思想と現実』（有斐閣、1999年）  
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２）講演（上野達彦氏／三重大学副学長） 三重大学の四日市学の取組みについて 

 
（省略） 

 
３）報告（遠藤宏一氏／南山大学教授） 政策調査研究会の今後の研究課題と進め方につ

いて 

 
はじめに 
 今年７月 31日、四日市で四日市再生「公害市民塾」、四日市市職労、中部の環境を考え
る会、四日市大学有志らの地元諸団体・個人と日本環境会議（環境再生政策研究会）等で

主催する「四日市環境再生まちづくりシンポジウム」が開催され、そこで「四日市環境再

生まちづくり検討委員会（代表：宮本憲一大阪市立大学名誉教授）」の正式発足が決められ

た（以下「検討委員会」と略称する）。この「検討委員会」は、主として日本環境会議会員

や地元の大学その他での広い意味で環境問題・政策の研究に関心を持つ者で組織される「政

策調査研究会」（四日市の環境再生・まちづくりにかんする調査・研究の推進組織）と、そ

うした調査研究と連動・並行しつつも、独自に地元の行政や住民運動組織・公務労働者組

織のネットワークによる環境再生まちづくり政策の主体形成を課題とする「まちづくり市

民会議」（現地事務局を構成して「まちづくり市民講座」の運営にあたる）の二つの組織を

包括し、さらには全国各地で「環境再生」の調査研究に取り組む日本環境会議会員研究者

等からなる「アドヴァイザリー委員」を擁するものとして編成されている。そして、今後

およそ２カ年間を目途に、シンポジウムや市民講座、実地調査・研究と公開研究会の開催

等の系統的な活動を続け、最終的に四日市の環境再生まちづくりプランを構想・提言する

ことを目的にしている。そこで以下、この「検討委員会」の発足の経緯・背景と課題、そ

してとくに「政策調査研究会」の研究課題を概括しておきたい。 
 
１．「四日市問題」と地域開発研究・検証の遅れ－「検討委員会」発足の経緯－ 
 1972年７月、被害者原告の全面勝訴となった四日市公害判決は、因果関係についての疫
学の採用、共同不法行為の認定、さらには立地上・操業上の過失を認めた点で歴史的意義

をもつものであった。とくに立地上・操業上の過失の認定は、コンビナート企業の立地と

操業に根本的な転換を迫り、同時に国と自治体の責任をも問うたという点で、「四日市型開

発」（＝拠点開発方式）といわれた戦後日本の地域開発全体が裁かれ、さらには戦後日本の

高度成長そのものが裁かれたと言われた。そしてこの訴訟と判決を契機にして、大気汚染

等の公害問題に対する本格的な対策が始まった。 
 その意味で、「四日市問題」は戦後日本の公害問題の原点であるが、自ら四日市公害訴訟

の原告側証人のトップバッターとして共同不法行為や「四日市型開発」の誤りを証言した

宮本憲一氏は、判決直後に出された自著で「判決と現実のギャップをどうするのか」と問
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い、自治体等の行政責任として、①公害被害の全容の調査と、その完全な後始末をするこ

と、とくに被害者の「即時無条件全面救済」が緊急になされること、②地域開発政策が転

換されること、という二つの課題を提起されていた（注１）。 
 しかし、その後の経緯では、四日市コンビナートの建設過程と公害問題・被害そのもの

については幾多の研究や報告書がだされたが、単に公害問題にとどまらず、開発に伴う財

政効果や都市構造の歪み等も含めて、地域の経済社会全体に与えた効果や影響について総

合的に解明する課題への共同の取り組みは、基本的に手つかずのままであった（注２）。 
 その後、判決から 20周年を迎えた 1992年、丁度この年に開催された国連の地球環境サ
ミットの直後に「環境と開発／日本とアジアの現実から」をテーマにした第 12 回日本環
境会議四日市大会が開催され、この会議に向けて組織された「四日市プロジェクトチーム」

（公害問題にかかわってきた住民や弁護士、私も含む地元研究者らで組織）が、改めて判

決後の地域政策の展開について若干の共同調査を行い、その報告と総括の上で、以下の６

点を「都市再生の『四日市方式』をめざして、その提言」として提起し（注３）、その趣旨

は「日本環境会議四日市宣言」でも確認された（注４）。 
 ①改めて行政のイニシアチブと責任において「四日市石油化学コンビナート」開発の総

合的・歴史的総括を行うこと。 
 ②以上の総括のもとに、「三重ハイテクプラネット 21」構想について、環境、経済・社
旗、文化、アメニテイ等にかかわる総合的なアセスメントを行って見直しを行い、過去に

失われた海と海岸の自然環境を取り戻し、また自動車排ガス問題も含めて大気汚染の一層

の改善と都市構造の歪みをただすための「四日市再生構想」を策定すること。 
 ③多くの環境保護団体はネットワーク化し、研究者、弁護士、技術者等の専門化との連

携を強化して、環境保全とまちづくりの構想作成能力を向上させること。 
 ④市民・住民の力を結集して、地球と伊勢湾・三重県の環境を保全するための行動指針

「三重県アジェンダ 21」（仮）を策定すること。 
 ⑤「四日市型開発」の失敗と「四日市公害」の歴史的事実と教訓を、四日市の未来を担

う子供達に「環境教育」を通して正しく伝承すること。 
 ⑥今なお四日市コンビナート立地企業がアジアで公害を発生させているという事実を厳

しく批判し、同時に、アジアの人々には単に今の公害防止技術を伝えるというにとどまら

ず、防止技術を発展させて公害防止・環境保全を達成させる力となったのは、結局、世論

の力のもとで司法（公害裁判）や地方自治のあり方にあったという、四日市公害問題の経

験と教訓を正しく伝えること。 
 
 しかし結局この提起も、その後の行政や地元での本格的な取り組みには結実しなかった。 
その後、四日市訴訟の勝訴判決の 30周年を迎えた 2002年７月に開催された＜四日市公害
から何を学び引き継ぐか－四日市公害判決 30周年に語り合うつどい－＞の集会において、
基調講演にたった寺西俊一氏（日本環境会議事務局長）が、日本環境会議が 2001 年から
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発足させた新たな調査研究プロジェクト「環境再生研究会」の取り組みを踏まえて、改め

て四日市においても、被害者等の住民運動をもう一回り大きくして、「環境再生」とまちづ

くりのための取り組みの必要性・緊急性を強調した。そして、この提起を重く受けとめた

地元の四日市市職員労働組合と公害市民塾が中心となり、今年になって正式に日本環境会

議・環境再生政策研究会の協力を要請し、両者の緊密な連携と協力のもとで、「四日市問題」

の本格的な過去・現在・未来の学際的な共同調査研究をすすめ、その教訓のうえに立って

四日市の環境再生再生まちづくりプランを構想・提言することを目的とする組織を立ち上

げることが決められたのである。その意味で、今後、冒頭に述べた「検討委員会」を構成

する「政策調査研究会」と「まちづくり市民会議」は、車の両輪として活動することにな

るが、以下、そのための前提になる具体実証的な調査研究の課題をあげておこう。 
 
２．「四日市環境再生まちづくりプラン検討委員会・政策調査研究会」の研究課題 
 第１に、政策調査研究会の総合課題の一つとして、四日市コンビナート開発の「社会的

損失」の全体像（「環境被害のピラミッド構造」に即して）の解明がまず前提に据えられね

ばならない。それらは具体的には、①公害被害者の被害の全容、その「生活史」調査と現

在の「生活ニーズ」の調査、②自然資源（海岸や海等）・環境の破壊、③地場産業の衰退・

変貌、④コンビナート災害問題や都市構造の歪み(＝社会資本の浪費・非効率等も含め)、
⑤地域社会・文化、景観・歴史的街並みの変貌、等々の項目にわたるが、なかでも①の被

害者調査は緊急性を要するであろう。 
 もう一つは、それとメダルの表裏をなすが、「地域経済の発展指標」の開発と、そのため

の過去と現在の四日市の「市民的資産（福祉の元本）」のリストアップが課題であろう。 
 さて、以下は各部会を構成して調査研究にあたることになるであろうが、第２には、四

日市石油化学コンビナートと地域経済構造の解明であり、とくに①石油化学産業・企業の

グローバル戦略と立地動向（四日市石油化学コンビナートの再編とその行方、立地各社の

経営戦略と立地動向）、②四日市地域の「地域経済構造（＝地域内経済循環）」の実証分析

の課題である。ここでは産業構造の転換や工場の海外展開・グローバル化のもとで、石油

化学コンビナートの老朽化や終焉の時代が来るのか、あるいは現在の石油化学コンビナー

トと後背地立地企業・産業（＝「三重ハイテクプラネット 21」による立地企業等）の産業
連関構造は形成されているのか、さらに伊勢湾岸部という広域的にみた場合、四日市・鈴

鹿地区－名古屋南部臨海工業地帯（鉄鋼、石油・電力コンビナート）－豊田・西三河内陸

工業地区（自動車産業地帯）、とつなぐ「環伊勢湾岸部」地域経済の循環構造（＝自動車産

業・「企業城下県・圏」）の析出の課題を視野におかねばならない。さらに、③現在進行中

の問題として、臨海部政策の展開状況の把握とその課題の分析である。目下、四日市地区

では、小泉「構造改革」の一環である構造改革特区「技術集積活用型産業再生特区」（四日

市・鈴鹿）が始動しており、今後さらに「四日市市臨海部工業地帯再生プログラム検討会」

（企業 14 社と行政の組織）や「地域再生特区協働プロジェクトグループ」の設置と戦略
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的プランづくり行われるという。こうした具体的な動向をリアルに把握しつつ、一方で、

環境再生と臨海部再編・地域産業政策の行方と展望（埋立事業のストップ、臨海部遊休地

の実態把握と活用の展望）のオールタナテブの提言が必要になるかもしれない。 
 なお、今後のまちづくりプランのためには、コンビナート問題とは相対的に独自の課題

かもしれないが、四日市の商店街活性化問題や、後背地農山村と臨海部の経済循環・環境

循環の分析もいる。 
 第３に、四日市・北伊勢地区（名古屋大都市圏）の交通体系・交通問題であり、交通体

系と物流等の実態分析、交通問題（排ガス、渋滞等）の実態と背景・原因の調査研究の上

で、交通需要管理・まちづくりと交通体系改革プランの提言が求められるであろう。 
 第４は、「公害疎開」と都市構造の歪みの実態（市街化区域の変化等）、土地利用計画、

都市計画の沿革と課題や工業化・都市構造変化とアメニテイの衰頽を解明し、その再生へ

の課題と提言を行うことである。 
 第５には、環境再生事業と防災対策への提言である。具体的には、①四日市・三重県等

の公害・環境行政の推移とその意義と問題点の教訓化、さらに今後の環境行政の提言（ex：
地方環境税のあり方等）、②石油化学コンビナートの公害被害（とくにストック公害として

の土壌汚染）の実態と対策への提言（含：ＰＰＰ・公的負担の行財政のあり方等も）、また

ストック公害という問題では、四日市地区でも、今日大きくクローズアップされている一

般・産廃棄物等の処理・廃棄の問題についての検討、③伊勢湾の汚染問題の現状・対策、

またさらに、④防災問題は東海地震等の震災・津波問題一般にとどまらず、具体的なコン

ビナート災害対策（道路・生活空間に近接して張りめぐらされている石油化学のパイプラ

イン網）や、緑化・緑地帯プランなどを含めた都市構造改革への提言、等である。 
  第６に、公害経験の教訓をいかに語りつぐかという課題である。とくにそれらは、①地
域における環境教育（「四日市公害」問題・四日市開発問題の史的資料の集積と公開、市が

開設した資料館のハード・ソフトのあり方等も含め）をどのようにすすめるか、②アジア

など開発途上国への情報発信のあり方（ICETTの意義と役割の検証なども含め）の問題で
あるが、とくに四日市では教訓を語りつぐ「（学校）環境教育」のあり方が、80 年代半ば
以降後退していることが現場の教師達から指摘されており、その実態と改善への提言はと

くに重視される必要がある。 
  第７は、環境再生・まちづくりの行財政問題と改革課題である。各地の先行している環
境再生まちづくり政策の研究では、自治体行財政の調査研究が十分位置づけられていない

きらいがあるが、四日市の場合は政策の物質的基礎をなす財政問題は不可欠の課題であり、

それらは①石油化学コンビナートと自治体税財政（三重県・四日市の財政バランスシート）、

②1980年代後半以降からの地域（開発）政策の行財政問題（「三重ハイテクプラネット 21」
の展開、「産業再生特区」の税財政問題など）、③「地域総合計画」、財政危機・行財政改革

とまちづくり行財政、④市町村合併・地方制度の変化と環境再生・まちづくり事業等の調

査研究が重要な項目である。とくに当面する楠町との合併で「中核市」移行が、タイムス
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ケジュールに乗っており、こうした地方制度再編と三重県等からの事務事業移管を視野に

おいたまちづくり構想の意義と課題の解明が必要である。また、⑤環境再生・まちづくり

における行政と住民・企業の協働のあり方という問題では、目下、三重県では「新しい時

代の公」のあり方の検討がすすめられており、従ってこうした動きとの関わりも含め四日

市のまちづくりへの具体提言も求められている。 
 そして最後、第８の課題は、「地域コミュニテイ」の再生と協働・住民参加のあり方の検

討である。まず一つは歴史的に、公害被害・救済過程と「企業城下町」の変容についての

解明が必要であろう。具体的には、①自治体主導の公害被害者救済・環境対策の経緯、そ

の意義と限界の教訓化、②コンビナート立地企業の「地方自治（・行政参加）」への参加の

現実と町内会・自治会の機能、③「企業城下町」のもとでの公害被害者（その労働と生活）

が置かれてきた状況の分析、等々である。そして二つには、公害被害者の生活ニーズとま

ちづくりの課題・役割、三つには新たな環境再生・まちづくりの協働のネットワークの課

題と展望を示すことである。 
 さて以上は、極めて包括的に思いつく限り目一杯の調査研究課題を列挙したものであり、

そのすべてで十分な達成ができるとは限らないが、今後２年間の活動のなかでさらに多く

のメンバー補充と住民の方々の参画を得て、実効性のある成果と提言ができればと思う。 
 
（注） 
１）宮本憲一『地域開発はこれでよいか』岩波新書、1973） 
２）なお個人的にこうした課題に取り組んだものとしては以下を参照。 
 ①「特集＝コンビナート総点検」、『公害研究』VOL.9 NO. 3／Winter,1980（遠藤宏一
「転機に立つ四日市コンビナート」）、遠藤宏一「石油化学コンビナートと地域社会」『日本

福祉大学研究紀要』第 42号、1980（後に拙著『地域開発の財政学』大月書店に収録） ②
遠藤宏一「重化学工業化と伊勢湾岸部開発」（上）（下）、大阪市立大学経営学会『経営研究』

第 45 巻第１号（1994 年５月）、第 45 第２号（1994 年７月）所収（後に拙著『現代地域
政策論』大月書店に再構成して収録） 
  なお、ごく直近に、『四日市市史 第 19巻通史編 現代』2001年 7月（他に、第 14巻・
第 15巻、史料編 現代、第 20巻年表・索引編）の刊行され、こうした課題に取り組む史・
資料もそろってきている。 
３）第 12 回日本環境会議：第１セッション（全体会）＜四日市とアジアを結ぶ課題＞で
の遠藤宏一・松葉謙三「判決後の四日市コンビナートと地域政策」（1992年７月）の報告 
４）「四日市宣言」は、『環境と公害』Vol.22,NO.2,1992参照。 
５）本原稿は、遠藤宏一（2005）「『四日市環境再生まちづくり検討委員会』がめざすもの」
『環境と公害』34巻 3号, pp. 29-32より転載。 
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３．第２回まちづくり市民講座・政策調査研究会 
 
月日／会場  04年 11月 20日（土） 本町プラザ １階ホール 
 
講演（北島義信氏／四日市大学教授） 

 「数百年の歴史を持つ四日市の地域共同体とその再生」 
講演（岡田知弘氏／京都大学教授） 

 「四日市の都市形成史とコンビナート・公害」 
ミニ報告（山岸聡氏／介護・高齢福祉課） 
ミニ報告（柳川平和氏／「高松干潟を守ろう会」代表） 
 
月日／会場  05年１月 22日（土） 川越町総合体育館、高松干潟、朝明川流域 
 
「霞 4号幹線」の横断計画がある高松干潟と、 
その上流の朝明川流域の自然環境の現状を知る視察会 
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１）講演（北島義信氏／四日市大学教授） 数百年の歴史を持つ四日市の地域共同体とそ

の再生 
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２）講演（岡田知弘氏／京都大学教授） 四日市の都市形成史とコンビナート・公害 

 
始に 
 ○『四日市市史』編纂事業に参加して  近代、現代の産業・地域開発史分野を担当 
 ○今日の報告のねらい 【なぜ四日市でコンビナート公害が起きたのか】 
   その歴史的条件を四日市の都市形成のあり方から照らし出すこと 
   とりわけ、臨海工業地帯造成・企業誘致・初期公害の「解決」形態を切り口に 
 ○報告者の都市形成史の見方＝「ある時代の都市の空間構造や社会的関係は、その時代

の主導産業の資本蓄積に特有な物質代謝過程に規定されて、形成される」 
  【物質代謝過程＝資本が商品生産に必要な生産手段や労働力を購入し、生産を行い、

生産物と廃棄物を生み出す資本蓄積の素材的な過程】【空間構造の骨格としての社会資

本】 
 
Ⅰ 宿場町から工業都市へ 
 1）四日市における企業勃興 1870年代（明治 10年代） 名望家資本の登場 
  ①伊藤小左衛門（5 世） 四郷村の豪農 味噌醤油に加え、開港後、製茶、製糸業に

進出 
  ②伊藤伝七（9世、10世） 四郷村の豪農 酒造に加え、綿糸紡績に進出→三重紡績

所 
     →水車、士族子女の使用→失敗 
  ③九鬼紋七（7世、8世） 四日市の豪商＆巨大地主 肥料商人、製油業、副戸長格 
  ④稲葉三右衛門 四日市の回船問屋 戸長格 →四日市築港 和船から汽船の時代へ 
 2）三重紡績株式会社の創設と地域資本の結集 
  ①三重紡績株式会社  伊藤伝七が渋沢栄一の支援を得ながら 1886年創立 
   →関連会社の派生 三重鉄工、三重製網、四日市煉瓦製造、日本土木、四日市製紙

等 
  ②地域共同会社の連続的設立（1980年代末～90年代） 
   関西鉄道会社、四日市米穀取引所、四日市倉庫、四日市銀行、四日市電灯、四日市

瓦斯 
  ③名望家資本の結集点＝四日市商業会議所設立（1893） 四日市町の豪商＋両伊藤（四

郷） 
   商業会議所の最大の要求項目＝四日市港の修築と外国貿易港指定 
    ←ボンベイ航路、米国航路開設要求＋綿糸輸出・綿花輸入、大豆・製油原料輸入

促進 
 3）四日市市制施行と築港事業 
  ①市制施行（1897年＝M30年）と最大の行政課題＝築港 
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  ②四日市商業会議所（九鬼会頭）も、築港は四日市の「死活問題」とする←名古屋港

の築港事業開始による危機感 名望家による四日市市政の寡占的支配体制（参事会

制度） 
  ③1905年、福井市長による「四大事業」（阿瀬地川開鑿、堀川浚渫、海面浚渫埋立、

諏訪前道路改修＝四日市港修築周辺事業）実施表明 
  ④1908年、三重県会も「四日市港修築に関し国庫補助を仰ぐの意見書」採択 
    →1915 年に国庫補助金（補助率 5 割）実現 県は埋立地の売却による資金調達

狙う 
  ⑤四日市港利用財界人による「四日市築港利用会」（伊藤伝七が主唱）の設立（1915

年） 
 
Ⅱ 名望家支配の崩壊と大四日市構想・塩浜問題の惹起 
 1）市是調査委員会での異変（1922年） 
  ①市是調査委員会 1916年設置の「市将来の改善発達を期する調査機関」 
  ②「元老」＝「市内の財閥」排除 すべて市会議員から選出し「公民」枠を外す 
 2）背景としての名望家支配体制の崩壊 1920年代前半 
  ①三重紡績が大阪紡績と合併し、東洋紡績に。本社と伊藤伝七の大阪への移転・転出 
   →四日市市は分工場都市に転落 （1920年） 
  ②地域共同会社も合併による独占体の形成のなかで、四日市から本社機能を移転 
    関西鉄道→国有化、四日市電灯→北勢電気→東邦電力 
  ③地域性の強い四日市銀行、四日市倉庫における経営者の新旧交代→新実業者層の台

頭 
   伊藤小左衛門による破綻→熊沢一衛頭取（伊勢電等を統合して「三重の鉄道王」に） 
   四日市倉庫も熊沢の手に。→榎並赳夫を野村銀行から引き抜く 
 3）新・市是調査委員会での「大四日市構想」（1922年） 
  ①市当局の理想案＝「三重郡塩浜、日永、常磐、海蔵、羽津、富田、富州原の各村を

併呑し、現在の市内全部を商業地帯に、又三滝川より富田町に至る海岸線を工業地

帯に、又西新地の東端から東部一帯を住宅地」とする計画 
  ②名古屋港に追い抜かれた輸出入額 1921年に総輸出入額、23年には輸入額で。 
   四日市港の貿易構造 輸入への偏重（1920年の輸入額 7334万円⇔輸出額 234万円） 
   →後背地に東洋紡績の工場のほかには、肥料、製油、万古焼の地場産業しかなかっ

た 
  ③築港工事の完成による埋立地売買の必要性 
   第 1号埋立地（1917年、末広町）、第 2号埋立地（1925年、千歳町）、第３号埋立

地（1928年、後の石原町）の順次整備→不況下で売れず 
 4）浅野資本の進出構想と塩浜の土地争議・合併反対運動 
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  ①東京湾埋立会社（浅野資本）による塩浜旭地区での公有水面及び水田・養魚地埋立

計画 
   浅野セメント石灰岩（藤原）の出荷港＋埋立による工場用地分譲 
  ②塩浜旭地区の地主（九鬼家と諸戸家の共同所有地）からの懇願（←経営危機による

整理） 
  ③小作人の反発と小作争議の勃発  当初は立ち退き料割増し要求→永小作権確認訴

訟 
  ④四日市への合併反対闘争へ（1929年）→三重県への陳情、児童の同盟休校、「暴力

事件」 
   合併反対の請願署名が 716戸中 414戸に→村会では 7対 5で合併賛成派が上回る 
  ⑤浅野資本による大開発構想の頓挫 土地問題の解決は 1930 年代末まで持ち越され

る 
 
Ⅲ 工場誘致運動と臨海工業地帯の形成 
 1）四日市倉庫（熊沢・榎並）による工場誘致活動 
  ①「顧客の創造」論＝工場誘致による倉庫需要の創出 
  ②築港第１号地にある払下げ地の活用 
   最初の誘致例＝蒲田調帯（大川系、コンベアー・ベルト製造、合弁会社） 
  ③2号埋立地の取得・造成・売買のため「四日市臨港株式会社」設立 
 2）四日市市の工場誘致活動 
  ①東洋毛糸紡績工場（塩浜馳出地区）の誘致成功（1932年） 
   市は、基本財産を処分して用地費の半分を補助したほかインフラ整備の優遇措置 
  ②官民あげての豪州航路復活運動と相次ぐ羊毛工場の立地（1930年代前半） 
   中央毛糸楠工場、東洋毛糸楠工場、三重製絨所、東洋モスリン 
   羊毛工場用洗剤メーカーの第一工業製薬の第２号埋立地への誘致 
 3）財政危機下の「地域開発同盟」の結成と吉田勝太郎市長（8代）の誕生 
  ①1934年吉田勝太郎（元岐阜県知事）市長の就任 35年「工場誘致委員会設置」 
   1935年、日本板硝子の工場誘致成功 
  ②企業誘致をアピールするために千歳町で「国産振興四日市大博覧会」開催（36年） 
  ③「重要臨海工業地帯選定方」を陳情するとともに、市長と榎並が、日立製作所、八

幡製鉄所、川崎造船所、石原産業等を歴訪して工場誘致運動を行う 
   四日市港第３期工事の「原因ともなり又結果ともなる」のが工場誘致（市会答弁） 
  ④吉田市長の重工業誘致論（「伊勢新聞」1938.1.22付） 
   「四日市市の一大理想である、３年計画の人口 10 万人造成－これは決して夢でも

空中楼閣でもありませんヨ。重工業会社を一つ二つ誘致すればいっぺんに出来上

がりますヨ。今までの四日市としては宣伝の必要上から工場なれば繊維工業でも
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何でも御座れでしたが、これからは重工業でなければなりません。繊維工業は主

として女工さん相手ですから勢ひ寄宿舎生活となり人口の増加は大した効果をな

しません。重工業ですと相手は男工ですから男工が来れば一家族が引っ越して来

ます。（中略）工場誘致は誘致する方でも相手を選りますヨ。私は重工業一本調子

です。」→吉田市長は戦後再登場（1955年） 
  4）石原産業の立地決定と塩浜土地問題の解決手段＝「四日市築港株式会社」 
   ①石原産業の塩浜地区進出の決定（1937 年） ただし、浅野所有の第 3 号埋立地

と塩浜土地争議係争地の買収が前提 
   ②解決手段として九鬼・諸戸両家が、地元による地域開発会社設立を提案 
   ③両家が現物出資し、石原産業、地元資本が出資するとともに、四日市市が補助金

を出すことで四日市築港株式会社を設立（1938 年） 社長・11 世伊藤伝七、専
務・榎並。 

   ④1938年 12月、小作権料の支払いによる土地問題の解決 
   ⑤塩浜への東邦重工業（1939年）、海軍第二燃料廠（同年）の連続立地 
 5）臨海工業地帯の玉突き的拡張 
  ①四日市築港が、手持ちの土地（塩浜地区）を販売しつくしたため、次なる事業用地

確保のため四日市市新築・寅高入地先埋立地を造成、大協石油を誘致（1940年） 
    午起地先埋立地への浦賀船渠の誘致（1942年） 
  ②三重県の公有水面埋立計画の樹立と政府・土木会議での承認（1940年） 
   午起、霞ヶ浦、富田、富州原、朝明に至る海岸線を 80 万坪埋立て、臨海工業地帯

造成 
  ●戦後の第 1コンビナート、第 2コンビナート、第 3コンビナートの輪郭が形成され

る 
    
Ⅳ 初期公害とその「解決」形態  
 1）東洋毛糸紡績による漁業被害問題の発生（1932年） 
  ①市会での質疑から 
   【質問】「工業用の薬品によりまして排水する場合、川下に至り魚介類に弊害がある

かどうか、研究せられたかどうか」 
   【答弁＝市技師】「魚介類に付きまして私の聞き及んでいる範囲では弊害はないそう

です。（中略）1ヵ月位は影響はあるが、ぢきに魚類も馴れて来ると会社のものが
話していた」 

  ②漁業被害の拡大と磯津漁業組合による市当局・会社への補償要求、県への調査要求 
  ③県水産試験場の調査結果「某工場の排泄汚水が稍有害と認められる」 
   →「断固として排泄汚水の浄化設備を命ずる」（1936年） 
   ただし、それは「工場誘致による『工業三重』躍進方策の障害となっている」「漁業
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組合との紛争の原因を根本的に解消せしめ、工場誘致上の懸念を一掃するためのも

の」 
 2）「解決」形態としての損害賠償 
  ①塩浜旭地区総代及び関係漁業組合による四日市市長に対する損害賠償請求訴訟へ 
  ②1937年、四日市市は東洋毛糸からの寄付金と合わせて、合計 2500円を補助金名目

で漁業組合に支払うことで事態収拾に乗り出す。磯津漁業組合は合意。 
  ③四日市漁業組合は反発して訴訟に踏み切るが、1940年石原産業関係の漁業権補償と

抱き合わせで補償額を上積みすることで決着をみる 
  ④ただし、「今後漁業被害については一切補償を求めぬ」こと、「この条項は単に石原

のみでなくその他の工場にも適用される」という契約が結ばれる 
  ●水質汚染自体の解決は図られることなく金銭で処理。同時に将来にわたる請求権を

放棄 
 
おわりに 
  ○戦後の「コンビナート誘致→四日市公害」につながる歴史的規定性 
  ○都市形成史と公害発生メカニズムの総合的把握の必要性 
  ○歴史的史料の保存・利用については、公害史料だけでなく地域史料も一体とすべき 
 
３）ミニ報告（山岸聡氏／介護・高齢福祉課） 

 
 （省略） 
 
４）ミニ報告（柳川平和氏／「高松干潟を守ろう会」代表） 

 
 （省略） 
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